地方分権改革の推進に関する決議

　
戦後６０年を迎えた今日、我が国は明治以来の中央集権体制から分権型社会を目指す地方分権改革の只中にあり、国民は挙って「国のかたち」の転換を求めている。
　平成１２年の地方分権一括法施行以来、地方分権改革の流れは一旦止まっていたが、昨年８月、我々地方六団体が大同団結し
政府に｢国庫補助負担金等に関する改革案｣を提出してから事態は一変し、これをきっかけに「国と地方の協議の場」が設置され
地方は正しく国と対等の関係に立ち、協議を重ねた。その成果は昨年11月の「政府・与党合意」として結実し、今や、地方分権改革は、確実に第二ステージに入った。

　地方分権改革の一つである「地方議会のあり方」も、今次「第２８次地方制度調査会」の審議項目とされており、近く、我々議会三団体の意見を踏まえ、審議が始められようとしている。

　一方、市町村合併については、本年4月に施行される合併新法によって新たな段階に入るが、これまでの合併を巡る動きを見たとき、更に多くの町村において大きな混乱が招来されるのではないかと危惧されるものである。

　我々は、こうした現状を踏まえ、今後とも地方分権改革を力強く推進するため積極的に提言するとともに、その実現に
向け、｢自治体・日本会議｣及び｢地方分権推進連盟｣の一員とし
て、果敢に行動する決意である。

よって、政府は、我々の主張に耳を傾け、特に下記事項につき特段の配慮をするよう、強く要望する。

　

記

１　　真の地方分権を実現するためには、地方六団体の改革案に沿った第二期改革が不可欠である旨を明示的に確認すること　

　その際、国土面積の７割を占める町村の公益的機能を維持するため、特に地方交付税の財源保障機能及び財源調整機能を堅持すること。
２　　第２８次地方制度調査会における｢地方議会のあり方｣の審議に際しては、｢分権型行政システムに対応した地方議会のあり方と、その活性化方策｣に関する我々の提言を最大限尊重すること。
３　 「市町村の合併の特例等に関する法律」の施行に際しては特に次の事項に配慮すること。
　

⑴　総務大臣が定める｢基本指針｣は、あくまで｢自主的な合併｣を旨とし、合併の目安として一定の人口規模を明示するなどは絶対に行わないこと。

　

　⑵　都道府県が策定する｢構想｣及び｢勧告｣等に関しては、関係市町村の意見を十分聴くとともに、｢強制｣となるような関与は厳に行わないこと。

　

　　⑶　第159回通常国会における衆・参両院の附帯決議を踏まえ、合併をしないことを理由に財政的ペナルティを課すなど不利益な扱いは絶対に行わないこと。

以上、決議する。
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